平成2８年度中小企業技術者研修（電子技術課程）受講者募集のお知らせ




主催：栃木県産業技術センター

電気信号を観測する装置であるオシロスコープは、研究開発や製造の現場において最も多用される計測器の１つです。しかし実際に測定をしてみると、「本当に正しく測定できているの？」、「機能が沢山あるみたいだが活用しきれていない！」と感じている方もいらっしゃるのではないでしょうか。

　そこで、本研修では、オシロスコープの波形観測について、基本的な操作法から各種プローブの選択や取り扱いといった実践的なテクニック等を講義と実習を交えわかりやすくご紹介いたします。

　受講の対象者は、オシロスコープにあまり触れたことの無い方から、基本的な操作をマスターしたいという技術者の方を対象としております。

この機会に、ぜひ多くの皆様に御参加くださいますよう御案内申し上げます。

１　日 時　 平成28年10月2８日（木）9：30～16：4０
２　場 所  栃木県産業技術センター大会議室
　　　　　　　　〒321-3226栃木県宇都宮市ゆいの杜１－５－２０（とちぎ産業創造プラザ内）

３　講　　師　　岩崎通信機株式会社 第二営業部 フィールドサポート担当 主任　 齊藤　弘幸氏
４　募集定員　　10名

５　受講料　 無　料
６　受講資格　　県内の中小企業者の従業員又は個人を対象としています。

※ 大企業の方でも受講できますが、定員を超えた場合、中小企業の方を優先（みなし大企業を除く）させていただきます。

７　申込方法    　別紙申込用紙に記入のうえ、10月1４日（金）までに、FAXでお申し込みください。（定員になり次第締切らせていただきます）
８　申 込 先    栃木県産業技術センター　機械電子技術部　電子応用研究室
〒321-3226栃木県宇都宮市ゆいの杜１－５－２０（とちぎ産業創造プラザ内）

TEL　028-670-3396、　　FAX　028-667-9430

９　受講手続　　　原則として受付順に受講者を決定しますが、定員を超えた場合は、同一企業から
の受講者数の調整をさせていただくことがあります。
受講決定されました方には、後日、受講決定通知書を送付いたします。
研修内容

	期　日
	時　間
	内　　　容

	10／27（木）
	9:30-9:35
	開講式

オリエンテーション

	
	9:35-12:00
	（講義）

・オシロスコープとは？何が測定できるか？

・デジタルオシロスコープの重要機能について

オシロスコープの原理、周波数帯域、サンプリング、メモリ長

	
	12:00-13:00
	　昼休憩

	
	13:00-15:45
	（実習）

・オシロスコープの具体的な操作

プローブの接続、CHの設定、トリガの設定、電圧時間軸設定

スイープモード、波形取込モード、解析機能（カーソル測定、

波形パラメータ演算、波形演算（加算、減算、乗算、FFT））

	
	15:45-16:35
	（実習）

・プローブについて

測定プローブの種類、プローブの注意点、パッシブプローブ,

アクティブプローブ（差動プローブ、電流プローブ）

	
	
	

	
	16:35-16:40
	閉講式

	
	備考：内容については一部変更する場合があります。
　　　受講に際して必要なもの【筆記用具】


栃木県産業技術センター案内地図
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FAX　０２８－６６７－９４３０　栃木県産業技術センター　枝野、長嶋宛て
別記様式
平成　　年　　月　　日
中小企業技術者研修受講申込書
	　課 程 名
　テーマ名
	電子技術課程
「現場で使える オシロスコープによる測定技術」

	　実施場所
	栃木県産業技術センター　大会議室

	　実施期間
	平成28年10月27日（木）


栃木県産業技術センター所長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 社 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　上記の研修に下記の者を受講させたいので申し込みます。
○　受講者名
	　　ふりがな
氏　 名
	

	　年　齢
	

	所属・役職名
	
	 経験年数
	


○　受講者所属企業
	  企 業 名
	

	  所 在 地
	〒

	  代表者名
	

	資 本 金
	
	 従業員数
	

	分　　類
	　中小企業／大企業／みなし大企業※／その他　(該当箇所を囲んでください)

	  業    種
	

	連絡担当者名
	

	 電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	 E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	


注　注）複数名参加を希望する場合は、コピーしてお申し込みください。（その際、優先順位を右肩に記載ください）
　　※次のいずれかに該当する企業が、みなし大企業となります。

①発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が同一の大企業の所有に属している中小企業
②発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業の所有に属している中小企業
③大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を含めている中小企業
